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神戸市における外国人起業家創業支援の現状と課題

規制改革推進会議スタートアップ・イノベーションワーキング・グループ（第３回）
令和４年11月21日

神戸市医療・新産業本部新産業課長 武田 卓

資料２
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全国に先駆け、スタートアップ支援事業開始

2016 Starting

2020年には内閣府グローバル拠点都市に選ばれ、国連機関UNOPS
のインキュベーションセンターが開設するなど、これまでの着実な成果
が評価され、着々と支援環境が整い始めています。

米国VC“500Global”と連携したアクセラレーションプログラムから始ま
り、官民協働プロジェクト “Urban Innovation Kobe”では自治体が抱

える課題解決にも取り組んできました。

Achievements

2025 Vision

千差万別なスタートアップの実情にあう支援で、支援社数1000社を目
指します。グロバルメンター制度など、挑戦する人の”機動力”を高める
支援環境を提供していきます。

支援社数延べ500社以上、資金調達額140億円の累積実績

イノベーションが生まれやすい環境をつくり、
革新的に課題を解決

神戸市のイノベーション創出の取組
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福岡スタートアップ・コンソーシアム

福岡市など

スタートアップ・エコシステム東京コンソーシアム

東京都、川崎市、横浜市、和光市、つくば市、茨城県など

Central Japan Startup Ecosystem Consortium
愛知県、名古屋市、浜松市など

大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアム

大阪市、京都市、神戸市など

スタートアップ・エコシステムグローバル拠点都市
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エコシステム形成推進主体について

ひょうご神戸スタートアップ
エコシステムコンソーシアム

支援機関

金融機関・デベロッパー

大学

事業会社

経済団体

兵庫県商工会議所連合会 神戸経済同友会

ひょうご神戸スタートアップ・エコシステムコンソーシアムを通じて
構成員のリソースを集結し、世界に対抗できるエコシステム形成のための
全方位的な取り組みを実施

関 治之
山下 哲也
奥田 浩美
小田垣栄司
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・ シリコンバレーVCと自治体による起業家育成

・ 年間100社を支援対象、半数以上が海外から

・ 過去5年間で約140億円の資金調達に成功

500Globalによる起業家育成プログラム

・ スタートアップと市職員による協働

・ 自治体課題の解決を目指す、実証プロジェクト

・ 年間12社を支援対象とする

Urban Innovation KOBE

・ 国連機関と連携、SDGs等の国際的な課題解決を目指す

・ 起業経験の深い各分野のエキスパートによる個別指導

・ 毎年15社程度の入居者を募り、事業成長・海外進出を支援

UNOPS Innovation Centre

育
成

課題解決率

92%

継続利用率

68%

実
践

挑
戦

主なスタートアップ支援事業
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・ スタートアップや医療産業都市進出企業、

神戸の地場ものづくり企業、大学など、

様々な知が集結・交流し、 新たな価値を創発する場

・ 産学官連携の実践的なプログラムを実施

・ 21年4月開設

ビジネススクエアANCHOR KOBE

・ 県市協調による官民連携ファンドを創設 ※２１年3月

・ 総額10億円超、期間10年（延長あり）

・ グローバル拠点都市のスタートアップ育成プログラム

などと連携し、広く世界からひょうご神戸に集まり、

成長するスタートアップに投資を行う

ひょうご神戸スタートアップファンド

共
創

資
金

主なスタートアップ支援事業
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１．認定 平成30年度（経済産業省「外国人起業活動促進事業」に基づく認定）

２．対象分野 ・高度技術を活用した事業（IT, 健康, 医療・福祉, 環境, 物流等）
・既存産業の高付加価値化やイノベーションを誘発する事業
・その他、神戸市長が必要と認める事業

３．支援体制 ・専用窓口を開設して専任職員を配置（JETRO神戸に設置）

制度運用

スタートアップビザの運用状況

実績

１．認定実績：９件（予定含む）
●年度別 ：令和元年度1件、令和2年度1件、令和3年度2件、令和４年度５件（予定含む）
●国籍別 ：英国1件、カナダ2件、インド1件、ロシア２件、韓国２件、エジプト1件
●事業内容：飲食店DX（スマホ注文アプリ等）、ゲームアプリ開発、ソフトウェア開発、

投資先の経営診断サービス、観光業サービスDX

２．問合わせ件数：延べ約160件（令和元年度1件、令和2年度38件、令和3年度66件、令和4年度52件）
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・内閣府国家戦略特区と経済産業省「外国人創業活動促進事業」に基づくスタートアップビザの
申請する外国人にとって、制度選択における差異（政策目的など）が分かりにくい部分がある。

・特区制度の方が創業後の事業所要件などが受けられるため、スタートアップビザの更新可能期間
の差異を除けば経済産業省の制度申請に関する明確なメリットが理解されにくい。

・申請者、自治体、行政書士などの関係者が理解・運用しやすいよう、制度及び手続き面の整理
（または統合）がなされれば円滑な制度利用が可能となると思われる。

１．全体論

外国人起業家の創業支援における現状と課題（神戸市）
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外国人起業家の創業支援における現状と課題（神戸市）

２．事業所要件（認定コワーキング）

・スタートアップの創業直後は黒字化するまで固定費支出は事業成長の足かせとなる場合がある。
（本市ではスタートアップビザ対象者が創業後1年でオフィス賃料の負担も経営状況悪化の一因となり廃業した事例あり）

・近年のオフィス形態の多様化により、個室オフィスのみを事業所要件とする必然性が薄れている。
（本市は補助制度により、スタートアップ等を対象としたコワーキングスペースの新規開設を促進しており、外国人起業家の創業の場と

しても活用されることを期待している。（平成30年度～累計実績11件））

・近年、多くの大学が創業支援や学内の創業支援施設の整備に取り組んでいる。
（「ひょうご神戸スタートアップ・エコシステム・コンソーシアム」には域内５大学が参画している。）

・地方都市は大学が高度外国人材の獲得経路でもあり、大学内を事業所とすることで創業支援につながる。
（本市では留学生による学生起業（経営管理ビザ取得）の相談を受けている事例あり）

３．大学内の創業支援施設
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・入国後6か月以内は非居住者口座しか開設できない運用実態があり、支払いや資本金の受け入れ等の
起業準備活動及び生活基盤整備に大きなハードルとなっている。
（ビザ期間内（特区は6か月、経済産業省制度は最大1年間）の創業が口座開設の遅れにより危ぶまれる懸念がある。）

・スタートアップビザ期間中は、自治体が継続的なフォローをするため、対象となる外国人の国内居住
実態が確認できなくなった場合には把握が可能である。

４．銀行口座開設

外国人起業家の創業支援における現状と課題（神戸市）

５．資本金要件

・法人設立後の公的補助金・助成金などの受入計画がある場合には、初回経営管理ビザ申請時の資本金
要件（500万円）を下げるなどの要件緩和の検討の余地があると思われる。

・自治体にとっても、創業支援制度の活用促進と外国人の創業支援につながることが期待される。
（兵庫県・神戸市「スタートアップ設立立地促進補助」は3年間最大1,200万円を補助（平成30年～累計27件））

（参考）経営管理ビザ移行時に資本金要件を満たすことを困難にする他の要因として、スタートアップビザ期間中（最大1年間）は
国内での収入活動が一切認められていないため。生活費・活動費の補填ができないことも挙げられる。
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